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第１章 人権施策推進指針の改訂 
 

１ 指針策定の背景 

鎌倉市は、1958（昭和 33）年に他の自治体に先がけて「平和都市宣言」を行い、さ

らに、1973（昭和 48）年には、お互いの友愛と連帯意識を深めることをうたった「鎌

倉市民憲章」を制定しました。その精神を基調にしながら、1995（平成７）年９月に

策定された「第３次鎌倉市総合計画」では、「人権を尊重し、人との出会いを大切にす

るまち」を基本方針の一つとして、一人ひとりの基本的人権を尊重し、人種・国籍・

性・出身・障害などによる差別を受けることなく、平和を希求し、だれもが人間とし

て尊重されるまちづくりをめざしています。 

また、2002（平成 14）年６月に「かまくら人権懇話会」を設置し、人権施策につい

て提言をいただきました。加えて、市民の皆さまからもご意見をいただき、2004（平

成 16）年３月に、人権施策を進める上での基本理念、方向性などを示す基軸として「か

まくら人権施策推進指針」を策定しました。 

 

 

２ 指針の改訂 

鎌倉市では、平成 15年度の「かまくら人権施策推進指針」策定以来、庁内に横断的

な組織を立ち上げ、あらゆる事業に人権の視点をもって取組を進めてきました。また、

近年、人権に関する国の法整備が進み、本市ではそれに対応した取組を進めています。 

しかし、指針策定から 10年が経過する中で、女性、子ども、障害者、高齢者などを

とりまく人権の課題も多様化、深刻化し、また、高度情報化が進展したことによるイ

ンターネットを通じた人権侵害など新たな人権課題も生じてきています。その他、一

人ひとりの個性、考え方や文化などを理解し、尊重していくような人権に配慮した対

応も求められています。 

さらに、2011(平成 23)年 3 月 11 日、私たちは「東日本大震災」を経験し、復旧・

復興のなかで、地域や社会の絆の重要さをあらためて確認しました。災害発生時の市

民をはじめとした国民の人権はもとより、災害弱者といわれる人たちの日頃の人権に

ついても今いちど原点に立ち返り再考すべきといえるでしょう。 

これらの状況を踏まえ、本市ではより一層、人権施策の推進を図るとともに、市民、

事業者の皆様にも人権についての理解を深めていただきながら、人権がすべての人に

保障される地域社会をめざし、「かまくら人権施策推進指針」を改訂しました。 
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３ 指針の位置づけ 

この指針は、第３次鎌倉市総合計画の将来都市像の実現に向けた将来目標の一つで

ある「人権を尊重し、人との出会いを大切にするまち」の実現をめざして、鎌倉市が

人権尊重の視点から施策を推進していくうえでの基本理念や、各人権分野における取

組の方向を示すものです。 

今後も、人権を取り巻く国等の動向や社会環境の変化に伴い、必要に応じて見直し

をしていきます。 

 

 

４ 人権を取り巻く動向 

（1） 国際社会の状況 

      1948（昭和 23）年 12 月 10 日に国際連合（以下「国連」という。）で採択された

「世界人権宣言」では、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ尊

厳と権利とについて平等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同

胞の精神をもって行動しなければならない。」とうたわれています。その後、国連は、

「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（1965（昭和 40）年）、「国際人

権規約」（1966（昭和 41）年）、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条

約」（1966（昭和 41）年）、「児童の権利に関する条約」（1989（平成元）年）、「障害

者の権利に関する条約」(2006(平成 18)年)などを通じて、国際的な人権保障の確立 

に努めてきました。また、1994（平成 6）年に、1995（平成 7）年から 2004（平成 16）

年までの 10年間を「人権教育のための国連 10年」とする決議がされ、教育・啓発な

どを通じて人権尊重の理念を世界中に広める取組が行われました。 

しかし、依然として、世界各地で宗教間や人種間の紛争が絶えず、飢餓や難民問題

などの人権問題はより深刻化しています。 

 

（2） 国内の状況 

  1947(昭和 22) 年 5 月に、日本国憲法が施行されました。憲法第 11 条では、すべ

ての国民に「基本的人権」を保障し、第 14 条では「法の下の平等」がうたわれてい

ます。 

その後、国連で人権関連諸条約が採択される流れの中で、それらの諸条約を批准す

るとともに、「人権教育のための国連 10年」が決議されたことを受けて、1997（平成

9）年 7月に、「国内行動計画」が策定されました。国ではこの行動計画に基づき、あ

らゆる場を通じて人権教育を推進し、女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、ア

イヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、刑を終えて出所した人などの人権問題を重要

課題として位置づけ、取組を進めてきました。 

また、2000(平成 12)年 12 月に、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平
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成 12年法律第 147号）」が施行され、それに基づく「人権教育・啓発に関する基本計

画」が、2002（平成 14）年 3 月に策定され、人権教育・啓発の効果的な推進が求め

られました。 

個別分野の法としては、「男女共同参画社会基本法（平成 11年法律第 78号）」、「児

童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）」、「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（平成 13 年法律第 31 号）」、「高齢者の虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17年法律第 124号）」、「障害者虐

待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律(平成 23年法律第 79号)」な

ど、人権に関する法整備が行われてきました。 
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第２章 基本理念 
 

１ 人権を尊重し、人との出会いを大切にするまちづくり 

    人権は、すべての人が生まれながらにして持っている固有の権利であり、社会にお

いて幸福な生活を営むために欠かすことのできない権利です。日本国憲法では、これ

を基本的人権として、侵すことのできない永久の権利として保障していますが、今な

お、人種や国籍、性、障害などに対する様々な人権問題が発生しています。人権問題

は、問題が起こることを恐れて、出会いを避け、お互いが無関心を通して、交流し合

わなければ、一見問題は起きないように見えますが、それでは、人権問題に関する真

の解決にはなりません。 

平成 26年度を初年度とする鎌倉市の第３期基本計画では、基本構想の将来目標のひ

とつである「人権を尊重し、人との出会いを大切にするまち」を受け、人権施策の充

実の方向性を「市民一人ひとりの人権が尊重される社会の形成をめざします」と表現

しています。 

人との出会いを大切にし、一人ひとりの基本的人権を尊重し、人種・国籍・性・出

身・障害・年齢などによる差別を受けることなく、だれもが人として尊重されるまち

づくりをめざします。 

 

２ 多様性と違いを認め合い、共に生き、支え合う社会づくり 

    さまざまな人権問題を解決していくには、一人ひとりが自分がよければ他人はどう

でもよいという考えを持つことなく、異なった文化や価値観を理解し、尊重していく

ことが必要です。一人ひとりが「共に生きる社会」の一員として、生存を全うする権

利を持つとともに、他者の権利を尊重するという考え方を、より一層強く意識するこ

とが求められています。 

   一人ひとりが、こうした人権感覚を身につけ、人権侵害に直面している当事者、

社会的弱者といわれる人たちの声に耳を傾け、「多様性と違いを認め合い」、「共に生き、

支え合う社会」をめざします。 

 

３ 平和を希求し、世界に開かれたまちづくり 

鎌倉市は、人類普遍の願いである平和を希求し「平和都市宣言」を他の自治体に先

がけて行いました。平和な世界が確立されてはじめて人権が尊重されるという認識の

下に、平和を希求し、「世界に開かれたまちをめざす」ことを宣言しました。国際都市

『鎌倉』として、国籍の違いを越え、だれもがともに仲よく暮らすことができるまち

をめざします。 
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第３章 市の基本姿勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 鎌倉市は、人権尊重の精神に基づき、すべての施策に取り組みます。 

 

２ すべての市職員は、人権問題を正しく理解し、豊かな人権感覚と問題意

識を持ちながら業務にあたることが求められることから、研修等を通じ、

人権感覚の研さんに努めます。 

 

３ 人権問題は、社会全体で解決していくべき課題として取り組むことが大

切なことから、鎌倉市は、市民、地域の団体、事業者等と連携しながら人

権施策を進めます。 

 

 

 


